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資料１ 

 

再生可能エネルギー発電設備に対する固定資産税の課税標準の特例措置の見直しについて 

 

１ 概要 

令和８年度税制改正において、現在わがまち特例の対象としている再生可能エネルギー発電設備のう

ち、太陽光発電設備について、対象をペロブスカイト太陽電池に限定して、参酌基準の見直しが行われま

した。また風力発電設備についても、参酌基準の見直しが行われ、全再生エネルギー発電設備について、

その適用期間が３年間延長されました。 

つきましては、本市市税条例で定める課税標準の特例割合を、ペロブスカイト太陽電池については 

１／２、陸上風力発電設備については２／３とすることについて諮問するものです。 

 

２ 対象税目 

  償却資産に対する固定資産税 

 

３ 固定資産税の課税標準特例措置の内容 

（１）ペロブスカイト太陽電池 

(ア) 対象者 

ペロブスカイト太陽電池の所有者 

(イ) 対象となる資産 

ペロブスカイト太陽電池のうち、グリーンイノベーション基金の採択事業者が生産した設備 

(ウ) 資産の取得期間 

令和８年（2026年）４月１日から令和 11年（2029年）３月３１日まで 

(エ) 特例の適用期間 

新たに固定資産税を課されることとなった年度から３年間 

(オ) 国が示す特例割合の範囲   １／３～２／３（参酌基準は１／２） 

(カ) 本市が市税条例で定める特例割合   １／２ 

 

（２）風力発電設備 

(ア) 対象者 

風力発電設備のうち、陸上風力発電設備の所有者 

(イ) 対象となる資産 

陸上風力発電設備のうち、地球温暖化対策推進法等に基づき設置される設備 

(ウ) 資産の取得期間 

令和８年（2026年）４月１日から令和 11年（2029年）３月３１日まで 

(エ) 特例の適用期間 

新たに固定資産税を課されることとなった年度から３年間 

(オ) 国が示す特例割合の範囲   １／２～５／６（参酌基準は２／３） 

(カ) 本市が市税条例で定める特例割合 ２／３ 

 

４ 参考資料 

資料１-１太陽光発電設備に対する固定資産税の課税標準の特例措置に関する改正内容 

資料１-２風力発電設備に対する固定資産税の課税標準の特例措置に関する改正内容 

資料１‐３再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置に関する改正内容 

資料１‐４ペロブスカイト太陽電池の写真 



条 文 地方税法附則第１５条第２５項第１号イ 条 文 地方税法附則第１５条第２4項第１号ニ

対 象 資 産 太陽光発電設備のうち、１,０００kｗ未満の発電設備 対 象 資 産 ペロブスカイト太陽電池に限定

資産取得期間 Ｒ６．４．１～Ｒ８．３．３１ 資産取得期間 Ｒ８．４．１～Ｒ１１．３．３１

特例適用期間
新たに固定資産税を
課されることとなった年度から３年間

特例適用期間
新たに固定資産税を
課されることとなった年度から３年間

国が示す特例
割合の範囲

２／３を参酌して１／２以上５／６以下
【３／６　－　４／６（参酌基準）　-　５／６】

国が示す特例
割合の範囲

１／２を参酌して１／３以上２／３以下
【２/６　－　３/６（参酌基準）　-　４/６】

本市特例割合 ２／３ 本市特例割合 １／２

条 文 地方税法附則第１５条第２５項第３号イ

対 象 資 産 太陽光発電設備のうち、１,０００kｗ以上の発電設備

資産取得期間 Ｒ６．４．１～Ｒ８．３．３１

特例適用期間
新たに固定資産税を
課されることとなった年度から３年間

国が示す特例
割合の範囲

３／４を参酌して７／１２以上１１／１２以下
【７／１２　－　９／１２（参酌基準）　-　１１／１２】

本市特例割合 ３／４

太陽光発電設備に対する固定資産税の課税標準の特例措置に関する改正内容

改　　正　　前 改　　正　　後

資料１－１令和８年７月21日
（202６年）
市税審議会資料
税務部資産税課
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条 文 地方税法附則第１５条第２５項第1号ロ 条 文 地方税法附則第１５条第２4項第３号イ

対 象 資 産 風力発電設備のうち、２０ｋｗ以上の発電設備 対 象 資 産 陸上風力発電（温対法・農山漁村再エネ法）

資産取得期間 Ｒ６．４．１～Ｒ８．３．３１ 資産取得期間 Ｒ８．４．１～Ｒ１１．３．３１

特例適用期間
新たに固定資産税を
課されることとなった年度から３年間

特例適用期間
新たに固定資産税を
課されることとなった年度から３年間

国が示す特例
割合の範囲

２／３を参酌して１／２以上５／６以下
【３／６　－　４／６（参酌基準）　-　５／６】

国が示す特例
割合の範囲

２／３を参酌して１／２以上５／６以下
【３／６　－　４／６（参酌基準）　-　５／６】

本市特例割合 ２／３ 本市特例割合 ２／３

条 文 地方税法附則第１５条第２５項第３号ロ

対 象 資 産 風力発電設備のうち、２０kｗ未満の発電設備

資産取得期間 Ｒ６．４．１～Ｒ８．３．３１

特例適用期間
新たに固定資産税を
課されることとなった年度から３年間

国が示す特例
割合の範囲

３／４を参酌して７／１２以上１１／１２以下
【７／１２　－　９／１２（参酌基準）　-　１１／１２】

本市特例割合 ３／４

風力発電設備に対する固定資産税の課税標準の特例措置に関する改正内容

改　　正　　前 改　　正　　後

資料１－2
令和８年７月21日
（202６年）
市税審議会資料
税務部資産税課
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再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例措置の拡充・延長（固定資産税）
拡充・延長

36

【適用期間：令和10年度末までの３年間】※改正前の適用期間は2年間改正概要

対象設備 区分 課税標準（※1）

太陽光
発電設備

1,000kW以上 3/4（7/12～11/12）

1,000kW未満 2/3（1/2～5/6）

風力
発電設備

20kW以上 2/3（1/2～5/6）

20kW未満 3/4（7/12～11/12）

中小水力
発電設備

5,000kW以上 3/4（7/12～11/12）

5,000kW未満 1/2（1/3～2/3）

地熱
発電設備

1,000kW以上 1/2（1/3～2/3）

1,000kW未満 2/3（1/2～5/6）

バイオマス
発電設備
2万kW未満

1万kW以上 2/3（1/2～5/6）※2

1万kW未満 1/2（1/3～2/3）

※１ 軽減率について、各自治体が一定の幅で独自に軽減率を設定できる「わがまち特例」を適用（上表の括弧書の間で設定）
※２ 現行制度では、一般木質バイオマスまたは農産物の収穫に伴って生じるバイオマス区分は6/7。改正後は1万kW以上の区分について特例措置の対象から除く。

• 第７次エネルギー基本計画においては、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、地域との共生を図りな
がら最大限の導入を促す方向性が掲げられた。

• 再エネ発電設備の固定資産税を３年間にわたり、一定割合軽減する措置について、地域と共生した国産再エ
ネの普及拡大を図るため、太陽光は、シリコン系を対象外とした上で、国産再エネであるペロブスカイトを
拡充。また、風力は、洋上風力を拡充し、陸上風力を地域共生案件へ対象を限定。その上で、全再エネ電源
で、適用期限を令和11年３月31日まで延長する（適用期間を現行の２年間から３年間へ長期化）。 

区分 課税標準（※1）

ペロブスカイト太陽電池
（GI基金の採択事業者の生産品に限る）

1/2（1/3～2/3）

洋上風力
(再エネ海域利用法)

3/5（1/2～7/10）

洋上風力（港湾法）

陸上風力（温対法・農山漁村再エネ法）
2/3（1/2～5/6）

5,000kW以上

変更無し

5,000kW未満

1,000kW以上

1,000kW未満

1万kW未満

資料1-3令和８年度経済産業関係　税制改正についてより抜粋

Administrator
長方形

Administrator
長方形



資料 1-4 

 

ペロブスカイト太陽電池 

 

軽量で柔軟という特徴を持ち、弱い光でも発電しやすく、これまで設置できなかった 

場所にも活用が可能な次世代型太陽電池 

 

フィルム型                                         

 
 

ガラス型 

 

（出典）積水化学工業㈱ 

（出典）パナソニック HD㈱ 
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資料 2

丁目 

 

バリアフリー改修工事が行われた改修特別特定建築物に対する固定資産税及び都市計画

税の減額措置の創設について 

 

 

１ 概要 

平成 30年度から、不特定多数の者、または主として高齢者や障がい者が利用する建築物（以

下「特別特定建築物」という。）のうち、劇場・音楽堂に対し、基準に適合するバリアフリー改

修工事を行った場合、固定資産税等の減額が措置されてきました。令和８年度税制改正において、

適用対象について、特別特定建築物のうち、政府の補助を受けて、改修工事を行ったものに拡充

されました。また、減額割合について 1／３であったところ、地域決定型地方税制特例措置（わ

がまち特例）が導入されました。 

つきましては、本市市税条例で定める減額割合を１／３とすることについて諮問するもので

す。 

 

２ 対象税目 

  家屋に対する固定資産税・都市計画税 

 

３ 固定資産税等の減額措置の内容 

(ア) 対象者及び対象資産 

政府の補助を受けてバリアフリー改修工事が行われた特別特定建築物の所有者 

(イ) 改修工事完了日の期間の範囲 

令和８年（2026年）４月１日から令和 1１年（2029年）３月３１日まで 

(ウ) 減額の適用期間 

改修工事が完了した日の属する年の翌年 1月 1日を賦課期日とする年度から２年間 

(エ) 国が示す減額割合の範囲   １／6～１／２（参酌基準は１／３） 

(オ) 本市が市税条例で定める減額割合   １／３ 

 

４ 参考資料  

資料 2-1バリアフリー改修工事が行われた改修特別特定建築物に対する固定資産税及び 

都市計画税の減額措置に関する改正内容 

資料 2-2新バリアフリー税制のイメージ（令和 8年度から） 

 



条 文 地方税法附則第１５条の11第１項 条 文 地方税法附則第１５条の11第１項

対 象 資 産
建築物移動等円滑化誘導基準に適合するバリア
フリー改修工事が行われた劇場・音楽堂等

対 象 資 産
政府の補助を受けてバリアフリー改修工事が行わ
れた特別特定建築物

工事完了日の
期間の範囲

H３０．４．１～Ｒ８．３．３１
工事完了日の
期間の範囲

Ｒ８．４．１～Ｒ１１．３．３１

減額適用期
間

改修工事が完了した日の属する年の
翌年1月1日を賦課期日とする年度から２年間

減額適用期
間

改修工事が完了した日の属する年の
翌年1月1日を賦課期日とする年度から２年間

国が示す減額
割合の範囲

１／３（一律）
国が示す減額
割合の範囲

１／３を参酌して１／６以上１／２以下
【１／６　－　２／６（参酌基準）　-　３／６】

本市減額割
合

１／３

バリアフリー改修工事が行われた改修特別特定建築物に対する固定資産税及び都市計画税の減額措置に関する改正内容

改　　正　　前 改　　正　　後

資料2－１
令和８年７月21日
（202６年）
市税審議会資料
税務部資産税課
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適用イメージ 物品販売店舗（延べ床面積3,500㎡、課税標準額500,000千円）において、バ
リアフリートイレ及びエレベーターの整備を行い、総工事費が30,000千円。

バリアフリートイレの整備

エレベーターの整備

既存建築物バリアフリー改修の補助（※１） 減税額（※２）

改正後

特別特定建築物について、既存建築物バリアフリー改修事業の補助を受けて、建築物移動等円滑化基準
もしくは建築物移動等円滑化誘導基準に適合させるバリアフリー改修（※）を行った場合に、工事完了
の翌年度から２年度分、当該建築物の固定資産税・都市計画税（それぞれ改修工事費用の５／100を上
限）について、１／３を参酌して自治体が条例で定める割合分（１／６～１／２）の金額を減額する。

総工事費30,000千円

国:10,000千円 自治体:10,000千円 2,000千円
自己負担額
8,000千円

補助＋特例により自己負担率を約１／４に軽減（補助66.7％＋税特例6.7%）

改正前

特別特定建築物のうち、劇場・ 音楽堂等について、建築物移動等円滑化誘導基準に適合させるバリア
フリー改修を行った場合に、工事完了の翌年度から２年度分、当該建築物の固定資産税・都市計画税
（それぞれ改修工事費用の５／100を上限）について、１／３の金額を減額する。

※１:国・自治体の補助率がそれぞれ１／３の場合
※２:固定資産税・都市計画税について、それぞれ工事費用の5/100の1/3を２年間減額

※改修部分が基準に適合していれば、部分的な改修でも対象

資料2-2

国土交通省　新バリアフリー税制概要から抜粋

Administrator
長方形
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令和８年度税制改正について（吹田市に影響のある主な項目） 
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資料3 

税目 内容 
条例

改正 

個人住民税 

① 給与所得控除の引上げ 

【改正前】65万円 

【改正後】74万円 

－ 

② 扶養親族等の所得要件の引上げ 

【改正前】58万円 

【改正後】62万円 

－ 

③ 住宅借入金等特別税額控除を５年延長 

【改正前】令和８年度 

【改正後】令和 13年度 

要 

④ ふるさと納税制度の見直し 

【改正後】特例控除額の控除限度額を、個人住民税所得割額の２割と次の金

額とのいずれか低い金額（現行：個人住民税所得割の２割）とする。 

（市民税）115万 8千円（府民税）77万 2千円（個人住民税合計）193万円 

－ 

⑤ ひとり親控除の控除額の引上げ 

【改正前】30万円 

【改正後】33万円 

要 

固定資産税 

⑥ 新築住宅に係る税額の減額措置の拡充・延長 

・床面積要件の引き下げ 

【改正前】50㎡以上 280㎡以下 

【改正後】40㎡以上 240㎡以下 

・災害危険区域を除外 

・5年間延長 

【改正前】令和 8年 3月 31日まで 

【改正後】令和 13年 3月 31日まで 

－ 

 

⑦ 固定資産税の免税点の見直し（償却資産） 

【改正前】150万円未満 

【改正後】180万円未満 

－ 
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税目 内容 
条例

改正 

固定資産税 

【わがまち特例】 

⑧ 再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例措置の拡充・延長 

・ペロブスカイト太陽電池・陸上風力発電設備に係る特例率を拡充 

・3年間延長 

【改正前】令和 8年 3月 31日 

【改正後】令和 11年 3月 31日 

要 

 

固定資産税 

都市計画税 

【わがまち特例】 

⑨ バリアフリー改修が行われた劇場や音楽堂等に係る税額の減額措置の拡

充・延長 

・特別特定建築物全般（特別支援学校、老人ホームなど）に広げ、減額率を拡充 

・3年間延長 

【改正前】令和 8年 3月 31日 

【改正後】令和 11年 3月 31日 

要 

 

⑩ 固定資産税の免税点の見直し（家屋） 

【改正前】20万円未満 

【改正後】30万円未満 

－ 

軽自動車税 

⑪ 環境性能割の廃止 要 

⑫ グリーン化特例（軽課）を 2年間延長 

【改正前】令和７年度 

【改正後】令和９年度 

要 
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吹 田 市 市 税 審 議 会 規 則 

             制 定  平成２４年６月１日  吹田市規則第５３号 

             改 正  平成２８年３月３１日 吹田市規則第２４号 

             改 正  令和元年６月２５日  吹田市規則第１号 

             改 正  令和６年３月２９日  吹田市規則第３２号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（昭和３２年吹田市条例第３０２

号）第３条の規定に基づき、吹田市市税審議会（以下「審議会」という。）の組織、運営

その他必要な事項を定めるものとする。 

（任務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、市税の賦課徴収について調査審議し、答申するもの

とする。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員７人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 （１）学識経験者 

 （２）租税に関し専門的知識を有する者 

 （３）市内の商工業に関し専門的知識又は経験を有する者 

 （４）消費生活に関し専門的知識を有する者 

 （５）労働者の生活、労働条件その他労働に関し専門的知識を有する者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、７月１日以外の日に委嘱する場合の任期は、その

委嘱の日からその後１年を経過した日以後における最初の６月３０日までとする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、税務部市民税課において処理する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会の意見を

聴いて会長が定める。 
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附 則 

（施行期日）  

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に在任する吹田市市税審議会規程を廃止する告示（平成２４年

吹田市告示第２０８号）による廃止前の吹田市市税審議会規程（昭和３２年吹田市告示第

５１号）（以下「旧規程」という。）第３条第１号に規定する委員は、第３条第１項及び

第２項の規定にかかわらず、辞任により退任する場合を除き、その任期の末日まで在任す

るものとする。 

３ この規則の施行の際、現に旧規程第３条第２号に規定する委員（以下この条において

「旧委員」という。）である者は、この規則の施行の日に、委員に委嘱されたものとみな

す。この場合において、その委嘱されたものとみなされる委員の任期は、第３条第３項の

規定にかかわらず、同日における旧委員としての任期の残任期間とする。 

 

   附 則（平成２８年３月３１日規則第２４号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

  附 則（令和元年６月２５日規則第１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

 

  附 則（令和６年３月２９日規則第３２号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 



平成１５年（2003年）７月１０日市税審議会承認 

 

吹田市市税審議会傍聴に関する取扱いについて 

 

１．市税審議会の傍聴の基準 

  市税審議会の会議は、原則として市民の傍聴を認めるとします。 

  ただし、会議が次のいずれかに該当する場合は、会長が審議会に諮って傍聴

を認めないことができるとします。 

(1)  会議において吹田市情報公開条例第７条（公文書の公開義務）各号に掲

げる公開しないことができる情報又は公開することができない情報を審議

する場合 

(2)  会議を公開することにより、公正・円滑な審議が著しく阻害され、会議

の目的が達成できないと認められる場合 

 

２．傍聴の要領 

 (1)  傍聴席の区分 

   傍聴席は、一般席及び報道関係者席に分けることとします。 

(2)  一般席の傍聴人の定員 

１）傍聴人の定員は、６名とします。 

２）傍聴希望者（報道関係者を除く）が上記１）に規定する定員を超えた場

合、会長が審議会に諮って決定します。 

(3) 一般席の傍聴の手続 

１）傍聴希望者は、住所、氏名を傍聴人受付簿に記入します。 

２）傍聴の受付は、会議開催時刻の１５分前から開催時刻まで行います。 

(4) 傍聴人の守るべき事項 

１） 傍聴人に配付する会議の参考資料は、退室の際、事務局に返還すること。 

２）公然と意見を表明する等会議を妨害しないこと。 

３）会議の模様を撮影し、録音しないこと。 

４） その他礼儀を守り、いやしくも会議を軽視するような行為をしないこと。 

 

３．傍聴に関する会長の職務 

 (1)  会場の秩序維持 

   傍聴人がその守るべき事項に違反するときは、会長はこれを注意し、なお

これを改めないときは、退場を命じることができるとします。 

(2)  この取扱いに定めるもののほか、傍聴の取扱いに関し必要な事項は、会長

が審議会に諮って定めるとします。 

上記の(2)については、出席委員の過半数で決して行います。可否同数の

ときは、会長の決するところにより行います。 

 


